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そ

を図りました。参加企

の

業数については、昨年

他

の８６企業から８企業

　

増えましたが、来場者

】

数については、開催日

【

を金、土、日
から木、

協

金、土に変更したこと

働

と天候が不順であった

：

ことから目標値を達成

】

することはできません

目

でした。

Ｂ：おおむね

的

成果があがった

・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

テク

種

ノフェア推進事業

経済

類

部　産業振興課

01－ ハ070102－210 ー000 ○ ●

04 基本目

ド

標４　　活力とにぎわ

ソ

いに満ちたまち
総合計

フ

画の
01 ①〈持続可能

ト

〉　産業の発展を持続

根

させる
位置付け

03 3

拠

 世界の市場を視野に

法

入れて、産業間の交流

令

や産学公の連携を進め

等

る

湘南ひらつかテクノ

対

フェア推進事業補助金

象

交付要綱

市内企業、大・ 学

□ □ □ □ 平塚商工会

受

議所

企業間の連携・取

益

引の促進、企業と大学

者

などとの技術交流が行

事

工業の活性化のため、

業

企業などが製造した製

期

品を展示し、ＰＲ
われ

間

、工業の活性化が図ら

委

れています。 するとと

託

もに交流を推進します

、

。

テクノフェア出展企

協

業・団体数 団体

テクノ

働

フェアへの出展企業・

【

団体数

100 100 1

委

00 100 100 10

託

0

86 94

テクノフェ

：

ア来場者数 人

－

15,

3

000 15,000 1

セ

3,500 13,50

ク

0 13,500 13,

・

500

13,500 1

財

1,500

①：予定ど

団

おり

９４企業の参加を

企

得て湘南ひらつかテク

業

ノフェアを３日間開催

Ｎ

し、産学公や企業間の

Ｐ

交流を促進するととも

Ｏ

に市内の産業の活性
化
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位

000 2,500 2,

施

800 2,800 2,

策

800 2,800

0 2

へ

,000 2,500 2

の

,800 2,800 2

貢

,800 2,800

－

献

－ －

0.00 0.40

高

0.40 0.30 0.

市

30 0.30 0.30

民

0.00 0.00 0.

満

00 0.50 0.50

足

0.50 0.50

0 3

度

,357 3,357 4

を

,232 4,232 4

高

,232 4,232

0

め

5,357 5,857

る

7,032 7,032

方

7,032 7,032

策

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

企業間

業

の交流や産学公の連携

有

を進めるため、支援に

効

ついては、現状の規模

性

で継続していきます。

継

平塚商工会議所と協働

続

し、内容の充実を図り

に

ながら推進していきま

よ

す。

企業間及び大学等

る

との技術や情報の交流

成

を促進し、地域
の有用

果

な資源や潜在能力など

向

新たな可能性を発掘す

上

るこ
とで産学公の連携

の

強化と地域産業の活性

可

化を図ることを
目的に

能

「テクノフェア」が開

性

催されています。テク

低

ノフ
ェア実行委員会に

そ

助成を行うことで、事

の

業が円滑に行わ
れてい

他

るので、この事業は継

事

続していきます。

業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

企業などが製造した製

出

品を展示し、ＰＲする

総

とともに産
●■ 学公の

合

交流を図るためテクノ

評

フェアを実施すること

価

は、

■ 産業の活性化の

市

ために必要です。 ○
□

民

□ 継続することにより

ニ

産業間の交流、産学公

ー

の連携がさら
●□ に拡

ズ

大されるなど有効性が

高

高い事業です。

■ ○
□

事

■ 企業間の連携・取引

業

の促進、企業と大学等

目

などとの技術
●

■ 交流

的

が行われ産業の活性化

の

が図られるため、補助

達

額を含
○

□ め、妥当性

成

は高い事業です。
○

□

状

■ 平塚商工会議所が主

況

管となり実施しており

必

、新たな地域
○

□ や地

要

域資源との連携、協働

性

を促進し、効率的運営

市

の検討
●

□ が必要です

の

。
○

□

参加企業の増加

関

を図るため、開催内容

与

の充実や募集方法等に

の

ついて検討する必要が

必

あります。

テクノフェ

要

アの開テクノフェアの

性

開テクノフェアの開テ

低

クノフェアの開テクノ

事

フェアの開テクノフェ

そ

アの開

催 催 催 催 催 催

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

他

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

上

0 0 0 0 0 0 0

0 2,
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった

－ ②：若干遅れている ①：予定どおり

８６企業の参加を得て湘南ひらつか ９４企業の参加を得て湘南ひらつか
テクノフェアを３日間開催した。産 テクノフェアを３日間開催し、産学
学公の交流を促進するとともに市内 公や企業間の交流を促進するととも
の産業の活性化を図った。 に市内の産業の活性化を図りました

。参加企業数については、昨年の８
６企業から８企業増えましたが、来
場者数については、開催日を金、土
、日から木、金、土に変更した

５

こと
と天候が不順であ

.

ったことから目標
値を

事

達成することはできま

業

せんでし
た。

参加企業

展

の増加を図るため、開

開

催内 参加企業の増加を

の

図るため、開催内
容や

経

募集方法等について検

緯

討する必 容の充実や募

平

集方法等について検討

成

要がある。 する必要が

1

あります。

－ 現状の規

8

模で継続 現状の規模で

年

継続

平塚商工会議所と

度

協働し現状の規模 平塚

事

商工会議所と協働し、

業

内容の充
で継続してい

分

く。 実を図りながら推

平

進していきます。

－ 実

成

施計画事業／行政改革

1

事業 実施計画事業

9年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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そ

して６件の補助金
を交

の

付し、産業の活性化を

他

図りました。

Ａ：成果

　

があがった

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

産学

種

公共同研究支援事業

経

類

済部　産業振興課

01 ハ－070102－20 ー0000 ○ ●

04 基本

ド

目標４　　活力とにぎ

ソ

わいに満ちたまち
総合

フ

計画の
01 ①〈持続可

ト

能〉　産業の発展を持

根

続させる
位置付け

03

拠

3 世界の市場を視野

法

に入れて、産業間の交

令

流や産学公の連携を進

等

める

平塚市産学共同研

対

究事業化支援補助金交

象

付要綱、平塚市産学公

・

連携推進コーディネー

受

ター派遣要綱

市内中小益 企業、大学等

□ □ □ □

者

大学等

技術開発や新製

事

品が開発され、産業の

業

活性化が図られていま

期

す 中小企業の製品開発

間

などを促進するため、

委

中小企業が抱える諸
。

託

問題に対し、専門知識

、

などを有するコーディ

協

ネーターの派遣な
ど、

働

産学公の共同研究によ

【

る新製品、技術開発な

委

どの事業化を
支援しま

託

す。

平塚市産学共同研

：

究事業化支援補助金交

3

付件数 件

－

4 4 4 5 5

セ

5

5 6

- -

- - - -

市

ク

内中小企業と大学等と

・

の共同研究の件数 件

－

財

4 4 4 5 5 5

5 6

- -

団

- - - -

①：予定どお

企

り

製造業を営む企業を

業

訪問し、大学との共同

Ｎ

研究に対するニーズを

Ｐ

把握しました。また、

Ｏ

共同研究事業化支援と
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位

、共同研究の派遣、共

施

同研究の派遣、共同研

策

究の派遣、共同研究

へ

へ

の助成 への助成 への助

の

成 への助成 への助成 へ

貢

の助成

0 0 0 0 0 0 0

献

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

高

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

市

0

0 1,832 2,5

民

73 2,170 2,1

満

70 2,170 2,1

足

70

0 1,832 2,

度

573 2,170 2,

を

170 2,170 2,

高

170

－ － －

0.00

め

0.35 0.35 0.

る

25 0.25 0.25

方

0.25

0.00 0.

策

00 0.00 0.50

業

0.50 0.50 0.

有

50

0 2,937 2,

効

937 3,814 3,

性

814 3,814 3,

継

814

0 4,769 5

続

,510 5,984 5

に

,984 5,984 5

よ

,984

● ○ ○ ○ ○ ○

る

○

中小企業の技術開発

成

等が図れることから共

果

同研究の補助は継続し

向

ていくが、コーディネ

上

ーターの派遣について

の

は、企業からの要
請が

可

少ないので、現状を維

能

持しながらも、制度の

性

再構築に向けて検討を

低

していきます。

大学は

そ

工業分野の知的財産が

の

多く蓄積されているた

他

め、引き続き工業分野

事

を中心に、他の産業分

業

野との連携も視野に入

の

れて共同
研究支援をし

目

ていきます。

新製品開

的

発、技術開発等経営革

､

新を進める市内中小企

対

業
者等と大学との共同

象

研究に助成を行い一定

､

の成果をあげ
ている。

内

現状は、工業分野を中

容

心に大学との連携を行

分

っ
ているが、さらに成

高

果を上げるためには、

受

他の産業分野
と大学と

益

の連携も視野に入れて

者

、事業の推進を図って

負

い
く必要があると考え

担

ています。また、コー

､

ディネーター
の派遣は

補

、制度の再構築が必要

助

であると考えています

額

。

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

中小企業では独自の研

出

究施設やノウハウを持

総

たないこと
●□ が多い

合

ため、市内中小企業と

評

大学等との共同研究に

価

より

■ 新製品の開発、

市

経営革新を図ることに

民

対して支援するこ ○
□

ニ

とは必要性は高いです

ー

。

□ 中小企業の技術力

ズ

・開発力の向上につな

高

がるため、有効
●■ 性

事

は高いです。

□ ○
□
■

業

中小企業の技術開発が

目

図られ、産業の発展を

的

持続させる
●

□ ことを

の

支援するため、妥当性

達

は高いです。
○

□
○

□

成

■ 産業分野が多岐にわ

状

たるため、ニーズの掘

況

り起こしを効
○

□ 率的

必

に行うことが難しいた

要

め、商工会議所等との

性

連携や
●

□ 企業訪問等

市

を行うことにより効率

の

的な事業運営を図って

関

○
□ いきます。

製造業

与

を中心としながら、他

の

の産業分野との連携を

必

含めたニーズの掘り起

要

こしをする必要があり

性

ます。

コーディネータ

低

ーコーディネーターコ

事

ーディネーターコーデ

そ

ィネーターコーディネ

の

ーターコーディネータ

他

ー

の派遣、共同研究の

上

派遣、共同研究の派遣
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

製造業を営む企業を訪問し、大学と 製造業を営む企業を訪問し、大学と
の共同研究に対するニーズを把握し の共同研究に対するニーズを把握し
た。また、共同研究事業化支援とし ました。また、共同研究事業化支援
て５件の補助金を交付し、産業の活 として６件の補助金を交付し、産業
性化を図った。 の活性化を図りました。

製造業を中心としながら、他分野を 製造業を中心としながら、他の産業
含めたニーズの掘り起こしをす

５

る必 分野との連携を含

.

めたニーズの掘り
要が

事

ある。 起こしをする必

業

要があります。

－ 縮小

展

して継続 現状の規模で

開

継続

大学は工業分野の

の

知的財産が多く蓄 大学

経

は工業分野の知的財産

緯

が多く蓄
積されている

平

ため、引き続き工業分

成

積されているため、引

1

き続き工業分
野を中心

8

とした共同研究支援を

年

して 野を中心に、他の

度

産業分野との連携
いく

事

。 も視野に入れて共同

業

研究支援をして
いきま

分

す。

－ 実施計画事業／

平

行政改革事業 実施計画

成

事業

19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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